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第30条の12の2 
 厚生労働大臣は、都道府県知事の求めに応じて、災害が発生した区
域又はそのまん延により国民の生命及び健康に重大な影響を与えるお
それがある感染症がまん延し、若しくはそのおそれがある区域に派遣
されて第三十条の四第二項第五号ロ又はハに掲げる医療の確保に係る
業務に従事する旨の承諾をした者（医師、 その他の当該業務に
関する必要な知識及び技能を有する者であつて厚生労働大臣が実施す
る研修の課程を修了したことその他の厚生労働省令で定める基準を満
たすものに限る。）を災害・感染症医療業務従事者として登録するも
のとする。

２ 前項の登録は、厚生労働省令で定めるところにより、同項に定める
業務に従事する旨の承諾をした者の申請により行う。



第30条の12の6 

 都道府県知事は、第三十条の四第二項第五号ロ又はハに掲げる医療の
確保に必要な事業（以下この節において「災害・感染症医療確保事
業」という。）を実施するため、あらかじめ、病院又は診療所の管理
者と協議し、合意が成立したときは、次に掲げる事項をその内容に含
む協定（以下この条及び第三十条の十二の八第一項において「協定」
という。）を締結するものとする。

第三十条の四第二項第五号
ロ 災害時における医療
ハ そのまん延により国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある
 感染症がまん延し、又はそのおそれがあるときにおける医療



第30条の12の6（続き） 
一 都道府県知事による災害・感染症医療確保事業に係る災害・感染症医

療業務従事者又は災害・感染症医療業務従事者の一隊（以下この条及
び第三十条の十二の八第一項において「医療隊」という。）の派遣の
求め及び当該求めに係る派遣に関すること。

二 都道府県知事の派遣の求めに応じ、他の都道府県知事の実施する災
害・感染症医療確保事業に係る応援を行うため、災害・感染症医療業
務従事者又は医療隊の派遣を行う場合はその旨

三 前二号の規定により派遣する災害・感染症医療業務従事者又は医療隊
が行う業務の内容

四 第一号又は第二号の規定による派遣に要する費用の負担の方法
五 協定の有効期間
六 協定に違反した場合の措置
七 その他協定の実施に関し必要な事項として厚生労働省令で定めるもの



要領の位置付け

大規模自然災害の発生時や新興感染症の発生・まん延時に、
災害支援ナースを派遣し、大規模自然災害が発生した地域や
新興感染症がまん延した地域のニーズに応じて柔軟に、災害
支援ナースの活動を実践するための体制及び対応方法を定め
るものである。

災害支援ナース
とは

・災害支援ナースとは、被災地等に派遣され、地域住民の健
康維持・確保に必要な看護を提供するとともに、看護職員の
心身の負担を軽減し支えることを行う看護職員
・災害支援ナースは、都道府県と災害支援ナースが所属する
施設との間で締結した災害支援ナースの派遣に関する協定に
基づき、派遣される 
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項　目 これまで 法施行後

根　拠 日本看護協会の独自事業 医療法30条の12の２

身　分
ボランティア
日看協独自の研修修了者を
県看護協会に登録

医療法に基づく「災害・感染症医療業務従事者」
　研修修了者を厚生労働省が登録

活動対象 自然災害を想定 自然災害及び感染症まん延

派遣
スキーム

＜県内災害＞
県看護協会が派遣調整

＜県外災害＞
日本看護協会が派遣調整

＜県内災害＞
都道府県が協定を締結した県内医療機関に派遣要請
他県からの支援が必要な場合は、県が厚労省等に要請
＜県外災害＞
厚労省等からの要請に基づき、県内の協定締結医療機
関に打診、調整

費用負担　
個人及び日本看護協会、都道
府県看護協会が実費支弁

都道府県が実費支弁



方法

① 災害支援ナース養成研修を受講します。
② 災害支援ナース養成研修は、「総論」「災害各論」「感染症各論」を含

むオンデマンド研修と、「講義」「災害演習」「感染症演習」集合研修
を組み合わせた構成になります。

③ 各自でオンデマンド研修を受講した後、都道府県ごとに研修会場を設置
して行われる集合研修を受講します。

④ 研修修了証が、災害支援ナースを証明するものとなります。

養成研修
プログラム



I. 平時の体制整備（全体像）

II. 災害・新興感染症発生時の対応（全体像）

III. 本県の災害支援ナースの運用体制（案）

IV. 災害派遣フロー(県内)
V. 災害派遣フロー(県外)
VI. 活動時期、活動内容 等
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静岡県保健医療福祉調整本部
医療救護班 静岡県看護協会

リエゾン

被災地 医療機関・市町村(避難所等)・施設等 
発災

①被害状況把握

協定締結医療機関

②派遣要請

災害支援ナース

③派遣候補提出

④派遣調整

⑤派遣依頼 ⑦実績報告
 費用請求

⑥支援活動

［イメージ］



静岡県保健医療福祉調整本部
医療救護班 静岡県看護協会

リエゾン

被災都道府県
発災

①派遣要請

協定締結医療機関

③派遣要請

災害支援ナース

④派遣候補提出

⑤派遣調整

⑦派遣依頼 ⑨支援活動

⑩派遣要請終了

⑫派遣要請終了 ⑬実績報告
 費用請求

厚生労働省（日本看護協会）

②派遣要請 ⑥派遣候補提出

⑧派遣依頼

⑪派遣要請終了

⑬費用請求

［イメージ］



大規模自然災害発生時 新興感染症発生・まん延時

活動
時期

被災者の救助・救出に係る時期を脱した
後、被災地の復旧・復興が始まる前まで
の急性期から亜急性期（発災後３日以降
から１か月間程度）

－

派遣
期間

移動時間を含めた３泊４日 移動期間を含めた２週間程度

活動
場所

被災した医療機関、社会福祉施設及び避
難所（福祉避難所を含む）

新興感染症の拡大・まん延により看護職
員の支援が必要な医療機関 、社会福祉施
設及び宿泊療養施設

活動場所までの移動は公共交通機関を利用

活動
内容

保健師助産師看護師法(昭和23年法律第203号)を遵守し、看護支援活動を行う
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I. 協定締結の流れ

II. 承諾書について

III. 協定書について



協定締結に向けた協議から締結までの流れは、下図のとおりです。
すべての行程を原則、メールでやりとりし、協定書は署名や押印は
せず、記名のみで対応します。

静
岡
県

医
療
機
関

STEP1

医療機関に
協定書(案)、
承諾書送付

協定締結の資料、
承諾書等を

ホームページに掲載

STEP2
協定書案の確認
協定締結を検討
⇒合意の場合場合

承諾書を回答

STEP3
承諾書を
踏まえ

協定書(案)
２通の送付

ｃｖ協定予定病院
に個別で送付

STEP4

協定書(案)の
確認合意の場合
記名し２通返送

STEP5

記名し
協定締結

STEP６

協定書の
受領、保管

ｃｖ

協定書
1通送付
(メール)



協定締結に合意いただける場合、提出ください。

案



各医療機関ごとに、協定を締結します。 案




